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○ 昨年１２月１５日に夕張市の財政再生計画の変更に同意したが、その後に

発生した新たな事情に早急に対応するため、財政の再生に必要な計画及び歳

入又は歳出の増減額並びに歳入歳出年次総合計画のうち平成２７年度から平

成４１年度までの各年度分の歳入・歳出額を変更するもの。 

 

○ 変更に伴い必要となる財源については、新たな歳入の確保及び歳出の抑制

により対応することとしており、財政再生計画の主要部分である計画期間、

財政再生の基本方針については変更はない。 

 

Ⅰ 財政再生計画の歳入・歳出額の変更における主な内容  

 

１ 主な変更事項 

 

平成２７年度 

（１）幸福の黄色いハンカチ基金積立（＋１９０百万円） 

   夕張まちづくり寄附条例に基づき、夕張市のまちづくりに関して寄せられた

寄附金が、当初予算で計上した予算額を大きく上回っており、当該寄附金を「幸

福の黄色いハンカチ基金」へ積み立てるもの。 

  （財源）寄附金収入１９０百万円 

 

（２）市営住宅再編事業（＋９６百万円） 

   コンパクトシティの実現に向け、点在する市営住宅の移転集約化、住宅建替、

既存住宅の長寿命化・改善、除却を行う市営住宅再編事業を平成２２年から実

施しているが、平成２７年度実施分について、事業を追加計上するもの。 

  （財源）国支出金１５百万円、地方債８１百万円 

 

（３）「歴史・文化・スポーツ」地域資源がつなぐ希望挑戦プロジェクト 

（＋９６百万円） 

   平成２７年度の国の補正予算において創設された「地方創生加速化交付金」

を活用し、交流人口の創出に向けた施策などの地方版総合戦略に掲載予定の取

組に資する事業を実施するもの。 

  （財源）国支出金９６百万円 

 

※ 変更に必要となる一般財源については、財政調整基金繰入金等により対応する

ため、財政再生計画の主要部分である計画期間等への影響はない。 
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平成２８年度 

（１）市営住宅再編事業（＋５８１百万円） 

   コンパクトシティの実現に向け、点在する市営住宅の移転集約化、住宅建替、

既存住宅の長寿命化・改善、除却を行う市営住宅再編事業を平成２２年から実

施しているが、平成２８年度においても計画的に事業を実施するもの。 

  （財源）国支出金２８９百万円、道支出金２８百万円、地方債１９４百万円、

過疎対策事業債(ソフト)２７百万円、一般財源４３百万円 

 

（２）石炭博物館改修（＋２７２百万円） 

   地域文化の振興、地域と協働による文化振興を目指し、平成２７年度より、

新たな機能を創造する石炭博物館のリニューアルに向けて検討を実施してお

り、検討を踏まえ石炭博物館模擬坑道を改修するもの。 

  （財源）道支出金１２６百万円、過疎対策事業債(ハード)１２６百万円、 

子ども・文化振興基金繰入金２０百万円 

 

（３）橋梁長寿命化計画事業（橋梁点検・補修）（＋１７９百万円） 

   市で管理する橋梁について、道路橋長寿命化計画に基づき、計画的に点検・

補修を行ってきており、平成２８年度においても事業実施するもの。 

  （財源）国支出金１１６百万円、過疎対策事業債(ハード)４５百万円、 

     一般財源１８百万円 

 

 

※ 変更に必要となる一般財源については、財政調整基金繰入金等により対応する

ため、財政再生計画の主要部分である計画期間等への影響はない。 
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２ 性質別歳入・歳出の増減 

【一般会計】 

 

平成２７年度 

（１）歳入 

   国・道支出金の増（＋２２４百万円）、繰入金の減（▲６百万円）、地方

債の増（＋１９０百万円）、その他の増（＋２０７百万円）により６１５百

万円の増 

（２）歳出 

   人件費の増(＋５３百万円）、物件費の増（＋１０８百万円）、維持補修費

の増（＋２０百万円）、扶助費の増（＋２百万円）、建設事業費の増（＋ 

１１４百万円）、繰出金の増（＋１５百万円）、積立金の増（＋２２４百万 

円）、その他の増（＋８０百万円）により６１５百万円の増 

 

平成２８年度 

（１）歳入 

   地方税の増（＋２１百万円）、地方譲与税の減（▲１４百万円）、地方交

付税の減（▲１８８百万円）、国・道支出金の増（＋９４０百万円）、繰入

金の増（＋６３６百万円）、地方債の増（＋７０５百万円）、その他の増（＋

４８百万円）により２，１４９百万円の増 

（２）歳出 

   人件費の増(＋４６百万円）、物件費の増（＋３０８百万円）、維持補修費

の増（＋５０百万円）、扶助費の増（＋２９０百万円）、建設事業費の増 

（＋１，０５７百万円）、公債費の増（＋４百万円）、繰出金の減（▲３百

万円）、積立金の増（＋１６６百万円）、その他の増（＋２３１百万円）に

より２，１４９百万円の増 

 

【診療所事業会計】 

 

平成２８年度 

（１）歳入 

   繰入金の増により１２百万円の増 

（２）歳出 

   補助費等の増により１２百万円の増 
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Ⅱ 財政の再生に必要な計画及び歳入又は歳出の増減額の変更  

  平成２７年人事院勧告に準じて勤勉手当の改定を行うことから、計画本文につ

いて次の通り変更を行う。 

  また、退職手当の支給月数の上限を国家公務員準拠とする条例改正を行うこと

から、計画本文について次のとおり変更を行う。 

 

  ＜「第４ 財政の再生に必要な計画及び歳入又は歳出の増減額」の内容＞ 

 

 【変更前】 

  １ 事務及び事業の見直し、組織の合理化その他の歳出削減計画 

  （１）人件費 

   イ 一般職給与の削減 

  （略） 

   ・ 期末勤勉手当については、支給月数を３．３月とし、役職加算は凍結する。 

   ・ 退職手当支給月数の上限は、平成１８年度の５７月から平成２１年度には

３０月まで削減したところであるが、職員数の削減が大幅に進んだことから、

平成２２年度は３３月とし、以降毎年３月ずつ復元し、平成３０年度から条

例本則の月数とする。 

  （略） 

    

 【変更後】 

  （略） 

    ・ 期末勤勉手当については、支給月数を３．４月とし、役職加算は凍結する。 

     ・ 退職手当支給月数の上限は、平成１８年度の５７月から平成２１年度には

３０月まで削減し、職員数の削減が大幅に進んだことから、平成２２年度以

降３月ずつ復元してきたところであるが、平成２８年度から条例の月数とす

る。 

  （略） 

 

 


